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１．研究計画の概要 
本研究は、職業教育制度の類型が異なるアメ
リカ合衆国、フランス、ドイツ、スウェーデ
ン、韓国、日本、計６カ国の技術・工業教育
の教員養成プログラムを評価するシステム
の制度とその実態に関する国際比較調査を
行い、各国における主要な特徴と課題を明ら
かにしつつ、それらを総合して、評価システ
ムの面からとらえた技術・工業教育教員養成
の同時代像を構成しようとするものである。 
 
２．研究の進捗状況 
（１）アメリカ合衆国の技術・工業教育教員
養成プログラムの評価システムに関しては、
認証制を取り上げ、近年改定された認証基準
に基づく認証過程の実態を、イーストミシガ
ン大学を事例として３年間継続調査した。ま
た、認証制に大きな影響をもつ専門職団体ミ
シシッピヴァリ技術教育教員養成会議総会
に毎年度参加し、全米の動向を把握してきた。 
 
（２）ヨーロッパの３カ国に関しては、ボロ
ーニャ・プロセスの実施状況とそこにおける
各国での矛盾の展開のあり方という視点を
もって調査した。 

①フランスの技術・工業教育教員養成プロ
グラムの評価システムに関しては、エックス
マルセイユ教員養成大学院 IUFM を事例とし
て３年間継続調査、その実態を検討した。ま
た、修士１年目修了時点で実施される国家試
験の実際について検討してきた。 
 ②ドイツの技術・工業教育教員養成プログ
ラムの評価システムに関しては、同国独自の
制度である二段階教員養成における大学の
部分に関してはオルデンブルク大学とミュ

ンスター大学を事例として、試補制度の部分
に関しては、ミュンスター大学と共同でミュ
ンスター市の Studienseminareの一つを事例
として２年間継続調査してきた。 
 ③スウェーデンの技術・工業教育教員養成
プログラムの評価システムに関しては、ヨー
テボリ大学、リンショーピン大学、ストック
ホルム大学、ウメオ大学を事例として、スロ
イド科、技術科、工業科の分野ごとに現地調
査をしてきた。 
 
（３）韓国の技術・工業教員養成プログラム
の評価システムに関しては、技術科に関し忠
南大学校、韓国教員大学校、デーブル大学校
を事例として、工業科に関しては忠南大学校
を事例として、その実態を調査してきた。ま
た、教員採用の国家試験の実際について検討
してきた。 
 
（４）以上により、①これらの国における技
術・工業教育教員養成は、実態として、修士
課程修了が教員資格を取得するための基礎
的な要件になっていること、②ただし、スウ
ェーデンの工業教員養成は実務経験が重視
され、独特の制度実態があり、相当な困難に
直面していること、③評価システムとしては、
フランスと韓国においては学生に対する国
家試験、アメリカにおいては認証制が基本に
なっている一方、ドイツにおいては従前二段
階の州試験であったものが、第一段階の試験
を廃止して認証制が導入されつつも、まだ模
索状況にあること、スウェーデンにおいては
こうした評価システムがとりたてて顕在的
には認められないこと等が明らかになった。 
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３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
 〔理由〕 
（１）日本を除く対象国５カ国の現地調査を
計画通りにすべて実施し、当初の計画におい
て明らかにしたいと考えていた事項はほぼ
知ることができた。 
（２）現地調査の過程で、事例として取り上
げた大学の教授スタッフを中心に、現地の研
究者との人的なネットワークをつくること
ができ、継続的な共同研究を行う基盤を構築
することができた。 
 
４．今後の研究の推進方策 

これまでの３年間は対象国の現地調査を
個別に実施し、そこでの実態を具体的に把握
することに集中してきた。 

最終年度にあたる平成２１年度は、本研究
プロジェクトの関係者全員による合宿研究
会を複数回開催する。 

そして、①研究開始当初、仮説的に設定し
た国際比較をするための分析枠組みを調査
事実に基づき再検討し、必要な修正を施しつ
つ、②当該分析枠組みに基づき、各国の制度
と実態を比較しつつ、その主たる特徴と課題
を整理し、さらに、③それらの全体を総合し
て、今日における同時代像を構成することを
試みる、そして、④その成果を論文としてま
とめ発表する。 
 
５. 代表的な研究成果 
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